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要約
佐賀県は我が|謹における緑茶の主産地であると同時に緑茶の有数な消費地であることが分かった。後者
は新知見と蓄える。ここから、佐賀県における緑茶フードシステム研究の意義の大きさを確認できる。
そこで本稿は、まずは佐袈県の緑茶産地の形成における特徴を見いだすべく、とりわけ!日産地として有
名な嬉野に対して、新興産地として無名な北波多・唐津地区が急成長した実態を確認・評価し、また熔野
と北波多・謄津のいわばこ極産地構造が、全聞における!日産地の静岡県と新興産地の南九州の有力2I草地
の展開構図と共通している点を指摘した。そしてその背景に、従来のリーフ形態での茶の消費減と 1990
年代以降の缶・ペットボトル形態での縁茶ドリンクの消費増があったことを解明した。
併せて本稿は、地域農業の展開方向を模索する観点から、緑茶産地の生産・経営場面に注目し、急成長
した新興産地の北波多地区の茶農家の性格・特徴が複合経営であることを確認したうえで、この点、を基に、
今日の緑茶消費の伸び悩み・価格低迷傾向の中で、茶栽培を中心に据える複合経営の展開方向として、茶
栽培と稲作の両国での集団的組織化の可能性とメリットを指摘した。
Summary 
The object of this paper is to suggest the agricultural reorganization plan as the result of 
the survey at“Uwaba同daichi"where is the main tea但producingat Saga Prefecture. There are 
two points 1 wil bring up. 
Saga Prefecture is not a main tea-producing area but a leading consumption area in Japan. 
Especially the latter point give us a new knowledge and significant point to study on tea-food 
system at Saga Prefecture. The tea products increased at Kitahata同murain Uwada-daichi. 
Comparatively large scale tea farming is estab!ished and many tea同pickingmachines are 
used in Kitahata司mura.Many third山classedand forth-classed tea are produced at rくitahata“
mura. But this condition is not necessarily disadvantage because bottled tea is made by third-
classed tea mainly. 
The characteristic point of the tea司producingfarming in Kitahata-mura is multiple farming 
that grow not tea plant but rice and mandarin orange. And now they met with the future 
agricultural development because these crop's prices are sluggish or downward. So they 
have aim to reorganization there farming. So 1 suggested the farming reorganization system 
regarding tae-producing and rice同producingas the result of this su円 ey.
キーワード (KeyWords) 緑茶フードシステム (FoodSystem of Green Tea)、上場合地 (Uwaba-
daichi)、茶の主産地 (MainTea-producing Area)、北波多村 (Kitahata同mura)、複合経営 (Multiple
Farming)、地域農業の組織化 (Reorganizationof Regional Farming) 
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1 .課題一東松浦半島(上場台地)・茶産地にお
ける農業経営再縞方向の提示…
食の見直しの一環としての、あるいは生活ス
タイルの変化に伴う緑茶ブームは、幸いいまだ
続いていると思われる。缶やペットボトル形態
での緑茶ドリンクの生産量はいまだ増加傾向に
ある(図2)からである。緑茶ドリンクは、発
売当初は、その原料の多くが中国産の輸入茶で
あったが、中国産農産物の残留農薬問題や価格
表示問題に遭遇して以後、国産の2番茶以降の
低価格茶を使用する茶加工メーカー(ボトラー)
が増えだし(註 1)、今や支配的となった。一方、
日本の茶産地の動向においては、今日でも依然
として静岡県が圧倒的割合を占めているが、鹿
児島県を中心とする九州、|の比重も増加傾向を示
している(国3)。その中で佐賀県内においても、
たしかに嬉野茶の圧倒的な位置は依然として変
わらないが、同時に東松浦半島(上場台地)の
茶産地の台頭がめだっ(閤4)。以上の点につい
ては、すでに拙稿(註2) において確認した。
ところで、その後、全国の茶産地や緑茶業界
および東松浦半島(上場台地)の茶産地の動向
はどうなったか。
本稿は、前稿後の緑茶業界の動向と東松浦半
島 (_t場合地)の茶産地の対応を検討したもの
である。とくに本稿では、個別農業経営の観点(農
業経営学)から、本地域の代表的な茶産地の最
大作物の茶のみならず米・みかん、さらには施
設菌芸といった本地域の農家・農業経営におけ
る主要な作目部門の「生き残り策Jを検討する
ことを諜題とする。言い換えれば、地域農業経
営再編の方向性を探ったものである。
そしてもちろん、この課題が2007年度以揮の
我が国農政の構造改革と言われる担い手対策で
ある f集落営農」政策と関係していることは
うまでもない。周知のように、この農政は集落
営農対策において米・麦・大豆作を栽培する f経
営体j の膏成を自指しているが、現場で求めら
れている集落営農のあり方は、必ずしもそうよ
うな一律的な方向ではないことをも示したい。
2.地名とデータおよび用語に関する注意事項
本稿で取り上げる北波多村、嬉野町、唐津市、
武雄市などの佐賀県内の市町村とそのデータは
合併前の!日市町村のものである。合併して新し
し、地名に変わったが、合併前の地名を使用して
いる。もちろん、データは継続性を持ち、歴史
的推移の比較が可能である。
また本稿で使用している「茶Jとは特に断り
がない眼り「緑茶Jのことである。
3.近年における緑茶の需給動向
図1に近年における日本の緑茶の国内仕向
を示した。荒茶とは緑茶の一次加工品だから、
国内産荒茶の仕向量は田内産緑茶の閣内仕向
と見なすことができる。そして、この国内産荒
茶の園内仕向量は2000年前後まで減少傾向を
見せていた。これは、従来の伝統飲料として日
本人の食生活に深く結びついていたリーフ(葉)
形態での消費量が傾向的に減少してきたためで
ある。しかし、 2000年前後を谷底にして、そ
の後居内産荒茶仕向量は増加に転じた。これは、
缶やペットボトル形態で、の緑茶ドリンクの増加
によっている。なお、リーフ形態での消費量は
2000年以降も減少を続けている(関2) ため、
2000年前後以降の国内産荒茶仕向最の増加への
転化は、もっぱらペットボトル等の緑茶ドリン
クの増加によるものである。
他方、輸入量は、傾向的には増加を示している。
この輸入品は、もっぱら、緑茶ドリンク、ほう
じ茶、菌産茶のブレンド用に向けられている(註
3)。なお、輪入緑茶のほとんどは中国からであ
るため、 2002年の中国産冷凍ホウレンソウ残留
農薬問題の影響で2003年の茶輸入量は減少した
が、その後はまた持ち直し、相当量の輸入が続
いている。
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図1 緑茶の関内供給量の推移
資料『平成20年級茶関係資料j(社)8本茶業中央会、2008年。
註・霞内産荒茶の仕向け量=国内生産謹一輸出塁
うわば
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こうして、これまで減少を続けてきていた我
が留の緑茶の消費量が、 2000年前後以降増加に
転じた要因は、すでに述べたように、缶やペッ
トボトル形態で、の緑茶ドリンク飲料(加工品)
の増加による。そこで、この繰茶ドリンクの増
加の様子を確認したのが図2である。
国21土、類似の他の茶系ドリンク類と比較し
て、緑茶ドリンクの伸びをよく示している。す
なわち、 1995年頃まではウーロン茶が他を圧
倒しており、紅茶と混合茶がそれに続いていた。
しかしその後、緑茶ドリンクの生産量が増えだ
し、 2000、2001年と急増し、 2000年には紅茶
と混合茶を上回り、 2001年にはついにウーロン
茶を抜き、 トップに躍り出たのである。そして、
その後も、ほかの茶系飲料が減少ないし伸び悩
んでいるのに対し、綜茶飲料はますます増加し、
ダントツの様相を呈している。
しかし、緑茶ドリンク市場は2006年頃から f停
滞気味J(註4) とも言われ、図2もこの点を示
しているように見えるが、今後の動きを見守り
たい。
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図2 一世帯当たり緑茶購入翠および茶系ドリンク
生態翠の推移
資料・『平成20年版茶関係資料~ (社)日本茶業中央会、2008年。
さて、このような、これまではなかったよう
な近年の緑茶需要の増加の背景・要因は何か。
それは、健康志向の中でその 1つとして緑茶飲
料が見直されたため、その需要がゆるやかに持
ち直してきたことによる。ただしかし、上述の
ように、この関増加した緑茶飲料の消費は、リー
フ形態ではなく缶・ペットボトル形態の縁茶ド
リンクであり(図2)、それは生活スタイルの変
化に対応して、飲料メーカーが缶やペットボト
ル形態で、の手軽で安備な緑茶ドリンクを開発・
販売したことによること、またその原料の少な
くない部分が中国等からの輸入茶に依存してい
ることに注意しなければならない。
以上のような緑茶の消費・流通の推移や変化
に対し、どのような生産・販売戦略を立てていっ
たらよいのかが、国内の茶産地、そして佐賀県
内の茶産地にいま関われている。
4場日本における茶産地の動向
国内の緑茶の栽培面穣も生葉収穫量も 1980年
代初めをピークに減少傾向を示している(国 3)。
なかでも栽培面積の減少は著しい。このような
全国の動向を左右しているのは、ガリバー的な
位置にある自本最大の茶産地である静同県だと
いえる。すなわち、静岡県は特に90年代以降、
栽培面積および生葉収穫量を減少させてきてい
る。
一方、九州では全体的には栽培面積は2000年
以降微増傾向を示し、生葉収穫量はかなり増加
してきている。この増加傾向に最も大きな影響
を及ぼしているのは鹿児島県であり、すでに70
年代から栽培面積を増加させてきており、それ
に伴って生葉収穫量も一貫して増加してきてい
る。
1970年と2004年における各産地の茶栽培
面積と生葉収穫量の全国シェアをみると、静
岡県はそれぞれ39%→41%、 48%(1990年)
→42%と、面積シェアは維持しながらも生葉
収穫量シェアは低下し、日本における茶の位
を微減させてきている。一方、九州、iは23%
→ 32%、18→ 39%と、面積シェアも収穫量
シェアも伸ばし、特に収穫量シェアは30年間で
倍加し、今日では全国の3分の lの収穫量を持
つ産地となった。なかでも鹿児島県は、 11% 
→ 17%、9%→27%と伸張が著しく、今自では
全箇の4分の l以上の収穫量を持つ全国第2位
の産地に成長した。そして、鹿児島県は2008年
度予算に「日本一の茶産地づくりチャレンジ事
業」を盛り込み(註5)、さらなる拡大意欲を見
せている。
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5.佐賀県における奈の消費と生産の位罵
一佐賀県は緑茶の有数な消聾県であり、
また主産農でもある一
( 1 )佐賀農は茶の帯数な消費県
表1 緑茶消費の多い地域
①世務員 1人当たり緑茶の消費鐙が上位15位以内を維持した
地域とそのI1翼位の推移
ふ静岡市;京都市;佐賀市i訟江市j穫垣島市
1980 2 9 1 1 1 6 
1985' 1 6 12 I 2 3 
1990 1 2 9 I 7 i 10 
1995 1 4 15 1 6! 3 
2000! 1 3 14 1 1 4 
2005 2 4 10 I 13 14 (~主)
資料総務省『家計調査年報J各年版。
註鹿児島市のみ2004年。
表1の①は、寺本(註6)による2000年まで
の解析結果と、その方法を筆者が2005年に適用
して得られた結果を示したものだが、 1980~ 
2005年の5年おきの全ての年次において、世帯
員1人当たりの緑茶の消費量が全国47の都道府
県庁所在地中15位以内を維持した都市は5つ存
証したが、佐賀市もその 1つであったことを確
認することができる。
また表 lの②は、同様に、この間の世帯員 1
人当たりの飲料費に占める椋茶への支出割合が
全国47の都道府県庁所在地中15位以内を維持し
た都市が7つあったが、佐賀市もその中に入っ
ていること、そして2005年は5位という高い位
置を示していることが分かる。
以上のことから、全国的にも佐賀市が茶の有
数な消費地域であることを確認することができ
る。なお、その要因は、表中の静岡市、京都市、
鹿児島市、熊本市、宮崎市と同様に、「主要産地
における飲用が多いことj、すなわち「供給地要
因J(註7) と考えられる。そしてそれは、以下
の章で見るように、佐賀県内に古くから嬉野と
いう!日産地が形成されていたことによる。
次節で見るように、佐賀県が有力な茶産地で
あることは周知の事柄であるが、同時に帯力な
消費地であることについては、これまで寺本の
著書以外で示されたことはなかった新知見と見
られる。
(2)佐賀県は茶の主産県
次いで、生産面において、佐賀県の茶は全国
的に見てどの辺に位置付くのであろうか。果た
して茶の主要な産地(f主産県J(註8) と呼ば
れている)なのであろうか。
ところで、我が国の茶栽培は二重の意味で地
域性が著しい。それはまず、静岡県が栽培面積・
生葉収穫量とも現在でも 4割以上の圧倒的な位
置を占め、いわばガリバー的な存在を示してい
るからである。また、北海道、東北、北陸の積
@世帯員1人当たりの飲料費に占める緑茶への支出割合が上
イ立151立以内を維持した地域とその順位の推移
長暗資j静岡市:鹿児島貫一種本聖母費市鈴江市一宮崎市
10 1 2 6 1 5 9 
14 1 3 5 9 4 6 
4 ， 1 2 6793 
5 2 1 4 12 10 i 6 
7 1 2 3 1 9 4 
12 3 (註)i 4 5 i 7 8 
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雪寒冷地での栽培はきわめて微弱であり、もと
もと栽培地が限られているからである。こうし
て、表出の17都道府県(以下、主産県)で1963
年では栽培面積の90%、生葉収穫量の93%を占
めていたが、 2004年には同じくこれらの地域で
それぞれ95%と98%を占め、日本の茶栽培は主
産県への集中傾向が強まってきた。ただし、上
述のように、静悶県がガリバー的存在であるた
め、主産県と つでも、静岡県と鹿児島県以
外は栽培面積・生葉収穫量とも全国シェアは 1
桁台にとどまる。しかし、本節(1)、 (2)で分か
るように、茶は産地と消費地が一致するまさに
地産地消の強い作物であることから、生産量が
それほど多くなくても茶はその地域(都道府県)
にとって不可欠で重要な作物であることを考慮
するならば、生産量の全国シェアが1桁台の茶
表2 茶の栽培菌積と生葉収穫(生産)量の都道府県別膿位とその全国シェアの推移
奈穂壇関積
ア 1963年 :一 198百年 -1 !弱唯一二コ~"~--一一2004庄一
11世主産真名栽培面積1車両孟産県名識語面種子園丙 i-~産県名栽培面積一園内;主産県名栽培面積園内
位 (ha) シェア (ha) シヱア (ha) シェア (ha) シェア
崎両県 20，3訂 41.6評両東一五5面白;抗議踊 而 00 両!禍真 一部;面o41.3 
2¥鹿児島県 4，721 9.7'鹿毘島県 7，390 12.1 i鹿児島県 7，900 15.6!鹿児島県 8，380 17.1 
3三重県 2，727 5.6 i三重県 4，130 6.8 I三重県 3，410 6.7三重県 3，360 6.8 
4'埼玉県 2，380 4.9!埼玉県 3，300 5.4 i熊本県 1，780 3.5!熊本県 1，670 3.4 
51京都府 1，666 3.4 i熊本県 2，260 3.7 i京都府 1，600 3.2福岡県 1，580 3.2 
61茨城県 1，498 3.1 宮崎県 1.780 2.9福田康 1，540 3.0 i京都府 1，560 3.2 
7'熊本県 1，438 2.9 I京都府 1，730 2.8 i埼玉県 1，380 2.7!宮崎県 1，480 3.0 
3宮崎県 1，319 2.7福岡県 1，600 2.6'宮崎県 1，360 2.7!t奇玉県 1，190 2.4 
3岐阜県 1，101 2.3 I茨城県 1，470 2.4 1岐阜県 1，090 2.1 岐阜県 叩40 2.1 
10福岡県 982 2.0!奈良県 1，466 2.4 i佐賀県 1，070 2.1 I佐賀操 1，040 2.1 
1滋賀県 902 1.8 I岐阜県 1，450 2.4 I奈良県 972 1.9 i奈良県 800 1.6 
121奈良県 883 1.8 i滋賀県 1，320 2.2 i滋賀県 844 1.7 i長崎県 780 1.6 
13!佐賀県 883 1.8佐賀県 1，170 1.9'長崎県 747 1.5 I愛知県 701 1.4 
14長崎県 883 1.8 I高知県 1，060 1.7 1茨城県 741 1.5 I滋賀県 693 1.4 
151愛知県 783 1.6:大分県 952 1.6 I愛知県 705 1.4 I高知県 628 1.3 
16!高知県 764 1.6 I愛知県 916 1.5 :高知県 693 1.4 I茨城県 605 1.2 
17大分一県一一 61 里 _J..~_:長崎県一…一 87ι t1J:t_分堅一一…647 1J_:E分県一一一600 1.2 
北九州(註1) 4，801 9.8 6，855 11.2 5，784 1.4 I 5，670 11.5 
耳目5123)ぷ;;7J ぷ!;:;i Jj見詰:;| ぷ;!;:;
全国 48，893 100.0 i 61，000 100.0 I 50，700 100.0 49，100 100.0 
生薬収穫(生産)量
._-涌96而a亘…年一 :一…一…一一 1面己主手f一 ………一?丁…
l隔頃尉;一主E産量県名 三亙E麗董一E画重i丙詞;:一主産産一県名一収干議重量一函丙丙丙一一-1主雇忌7名1文穫董 面丙丙一了主産県逼名~ 収穫穫}量一 面内
{位立 一 …ト凶2討) _'S/I.シk手喧司±i 一〔仔トν辺1治±担l} (佳上位wν引)__y立 ; 一 …i.止一上りムf-ン叫i一シhエア
1干;静悶県 20引1，760 59.5 I静岡県 210，600 47.0 i静岡県 177 ，900 43.2 I静両県 197，300 42.4 
21三霊祭 20，916 62i鹿児島県 64，300 14.4 i鹿児島県 91，200 22.1!鹿児島県 123，500 26.6 
31鹿児島県 15，405 4.5 1三重県 30，000 6.7 1三重県 31，800 7.7 I三重県 33，300 7.2 
4i京都府 12，835 3.8奈良県 15，100 3.4 I宮崎県 15，200 3.7 I宮崎県 18，600 4.0 
51埼玉県 8，776 2.6 i宮崎県 12，400 2.8 i京都府 13，600 3.3 I京都府 13，800 3.0 
6!奈良県 7β11 2.2:京都府 12，200 2.7 i奈良県 12，100 2.9 :奈良県 12，200 2.6 
7，福間県 6，077 1.8 I埼玉県 12，000 2.7!福岡県 10.700 2.6 !福岡県 10，900 2.3 
3滋賀県 5，957 1.8 i熊本県 1，800 2.6 i熊本県 9，830 2.4;佐翼県 9，770 2.1 
9:熊本県 5，507 1.6!福両県 10，000 2.2 I佐費操 9，270 2.3:熊本県 9，200 2.0 
10:宮崎県 5，454 1.6 I佐賀県 9，000 2.0 I長崎県 5，370 1.3 i長崎県 5，370 1.2 
1:茨城県 4，920 1.5:岐阜県 6，900 1.5 I愛知県 4，510 1.十愛知県 4，540 1.0 
121佐賀県 4，459 1.3!滋賀県 6，580 1.5 i埼玉県 4，500 1.1 I滋賀県 4，240 0.9 
13愛知県 4，079 1.2 I長崎県 6，210 1.4滋賀県 4，060 1.0 I地玉県 3，680 0.8 
14長崎県 3，886 1.1 愛知県 叩 30 1.3 1岐阜県 3，820 0.9!岐阜県 3，480 0.7 
151岐阜県 3，668 1.1 I高知県 5，100 1.1 I高知県 2β40 0.7 I高知県 2，410 0.5 
16大分県 3，033 0.9茨城県 4，130 0.9 i大分県 2，370 0.6.茨城県 1，730 0.4 
17.車車部 ~，~3L .0.7]大全県 型車9…丸紅茨城県…一 1s9Q _ 0ュ~U大分県 1，690 0.4 
北九州(註1) 22，962 6.8 I 40，820 以上 37，540 9.1， 36，930 7.9 
南九州(註2) 20，859 6.2 i 76，700 17.1 i 106，400 25.8 I 142，100 30.6 
主産県計(註3) 316，575 93.4 I 426，160 95.1 I 400，960 97.3 I 455，710 98.0 
全国 338，903 100.0 I 447，900 100.0 I 411，900 100.0 i 465，000 100.0 
資料:農林水産省『作物統計J、同省『農林水態省統計表J各年次版。
註1 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県の北部九州、15県。
註2:宮崎県と鹿児島県。
註3 本表の17都道府県の合計。
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産地もその地域においてそれぞれ重要な役割を
果たしている。
さて、表2から分かるように、 17ほどの主産
県の中で、佐賀県は1963年から2004年までの
40年間に、栽培面積および生葉収穫量を捻々に
拡大してきて、今日では我が国の中で主要な茶
産地に成長してきたと言える。それは、栽培面
積順位が1963年の13位から徐々に上昇し、今
自では10位前後になり、生葉収穫量では1963
3下の12イ立が今日では8位に上昇し、ともに全国
シェアがこの間に1%台から2%台になったから
である。
6.佐賀農における茶産地の動向
一嬉野と上場台地、上場台地=新産地の台頭一
( 1 )面積の動向
茶栽培面積は、佐賀県全体では1981年がピー
クであり、その後減少傾向を示し、 2006年には
ピークの81年の88%の水準にある。しかし、県
内の産地別に見ると、最大の産地である嬉野町
では近年の99年に最大となり、それ以降今日ま
で、その水準が維持継続されている。一方、武
雄市は93年までは県内第2位の面積を誇ってい
たが、 78~ 79年のピーク以降減少が著しく、
94年以降は第2位の位置を北波多村に譲るに
至った。これらの県内主産地に対し、北波多村
は71年には県内でア位、 72年には6位の面積規
模だったが、 73年から嬉野町、武雄市に次ぐ第
3位の産地に成長し、その後も菌積を増加させ
てきた一方で、上記のようにそれまで第2位だっ
た武雄市が逆に面積を減少させてきたため、 94
年に岡地域の順位が入れ替わり、それ以降は北
波多村が明確に県内第2位の産地としての位置
を占めるに至った。
こうして、茶栽培面積から見て、佐賀県内にお
いて、北波多村が1970年代以降拡大傾向を明確
にし、今日では嬉野町に次ぐ県内第2位の茶産地
を形成してきたことを確認することができる。
ただ現在、嬉野町の茶栽培面積は630ha台を
維持し、県内の6割を占めるのに対し、北波多
村のそれはまた、80ha台で、あり絶対的に差が大き
く、県内において註嬉野1可の茶の占める位置は
臨めて大きく、全国における静岡県の位置と悶
様、というよりむしろそれ以上にガリバー的な
様相を呈している。
ha 
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800 
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北波多村
'>0< 
o -，J 回目白回目白目白白白沼田四回目白慰問自信包包臼回四日 |唐津市
1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 
栽培面積
トン
1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 
生葉収穫量
図4 佐賀票における茶産地の動向
資料:W佐賀農林水産統計年報』。
(2)生産聾の動向
次いで、生産量の動向を見てみる。上の図4
から分かるように、嬉野町の生葉収穫量は1970
年代に急増し80年に6，000トンでピークに達し
佐賀県東松浦半島(上場台地)茶産地における地域農業再編構想 茶と稲の f集落営農」組織化の提案一 7 
た。それ以降は4，000トン台の年も見られたが、
近年数年間は5，000トン台を維持している。一
方、北波多村のそれは今日に歪るまで一貫して
伸び続けている。その過程で、 74年に伊万里子巨
を追い越して県内第3位となり、引き続き79
年には武雄市を追い越して県内第2位の産地と
なった。栽培面積において第2位になったのは
94年であるが、収穫量においてはそれより 15年
前に第2位になっていたわけである。これは後
述のように10a当たり収量の高さに起因する。
(3) 10a当たり収量の動拘
図Sは、そのことを明確に示している。全国
平均の10a当たり生葉収穫量は長い間800kg合
の水準で、変化が少ないのに対し、九州、i平均は
1970年代の700kg台から今日の1，000kg合を
超えるまでに上昇してきており、量産体制の産
地作りという性格がうかがえる。佐賀県内では、
嬉野町では79，80年に1，000kg台を記録したが、
その後は概して900kg前後で、推移し、全国平均
水準を維持し、量より質を重視する戦略がうか
がえる。一方、北波多村は、産地形成の初期の
70年代初めからすでに1，400 ~ 1，500kgとい
う高い反収水準を形成していたが、近年ではさ
らにそれを上昇させ、 1，700kg台に達しており、
明確に量産体制という産地作り戦略が確認され
kg 
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図5 10a当たり生葉収穫量の推移
資料図3に同じ。
る。なお唐津市も、 1970年代初めから基本的に
北波多村と再様の動きを示しており、北波多村
と唐津市の上場台地の2つの茶産地はともに
産志向産地をいう性格を持っていることが確認
できる。
このことは、具体的には、嬉野町では、価格
的に、また翌年の 1番茶の品質確保のために、
基本的に2番茶まで年2回の収穫しか行わない
のに対し(註9)、北波多村や唐津市では3番茶、
さらには秋冬番茶まで年4田収穫を行う(図8
を参照)という産地対応の違いからきている。
(4)経嘗規模
…零細経営の多い嬉野と中規模経営の多い上
場台地(北波多村)ー
このことはまた両産地の経営規模の違いにも
起因している。図6は茶栽培面積規模別に見た
両産地の茶農家数割合の推移を示したものだが、
1980年当時は両産地に大きな差はなく、ともに
0.5ha未満j習が大半を占めていた。その後、嬉
野町でも規模拡大の進展が認められるが、それ
は比較的緩慢であったため、 2005年でも0.5ha
未満層がまだ41%を占める状態にある。それに
対し、北波多村では1980年以棒規模拡大がそれ
なりのスピードで進み、 2000年にはl.Oha以上
層が過半数を占めるに玉~~， 0.5ha未満j冒との
関係が1970年当時と逆転した。こうして今自、
嬉野町ではまだ零細な茶経営が大半を占めてい
るのに対し、北波多村では比較的規模の大きい
茶経営が形成されてきていることが分かる。た
だ、北波多村の茶農家の規模拡大は2000年以降
頓挫しているようにも見受けられる。その実態
100% 
75% 
50% 
25% 
0% 
1980 1990 2000 2005 1980 1990 2000 2005 
嬉野町 北j度多村
図6 茶栽培菌樟規模別の茶農家数割合の推移
資料:農業センサス。
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および要因については以下の実態調査の中で明
らかにしていきたい。
7.上場台地における奈震地の形成
一国営上場土地改良事業ー
しげ
f北波多村史j (963)には、村南部の志気集
落では1933年ころから茶栽培が始められ、 63
年には集落内に2つの茶工場があったと記され
ている。また、年次は不明だが、村内の稗田(志
気の隣)、成湖、上平野、下平野などの集落でも
早い時期から茶栽培に取り組み、その中で稗田
と上平野にも63年当時、製茶工場があったとい
う。しかも、北波多村の茶は良質茶として市場
価値が高かったと言われている(註10)。
一方、『庸津市史j (962)には茶の産地形成
に関する記事は見当たらないため、庸津市 (2005
年合併前の旧唐津市)では北波多村ほど茶の
栽培は盛んではなかったようである。農業セン
サス集落カードを見ても、かつておよび今日の
謄津市最大の茶産地で、ある「唐のJlIJ集落でも
1960年で1ha程度の茶園しか確認できない。
以上のような茶の歴史を背景に、上場合地に
おいて本格的に茶の産地が形成されてきた最大
の契機と要因は国営上場土地改良事業の実施で
ある。すなわち、上場台地においては1973年か
ら国営上場土地改良事業が取り組まれたが(註
11)、北波多村ではこの事業によって75~ 76 
年にN集落を中心に22.9haの茶留が造成され
た。そのうち中心集落である N集落の受益農家
は19戸でその面積は17.6haで、あった。また、唐
津市の「麿の)1 J集落においても、 74年から農
地造成事業によって茶園や普通畑の造成がなさ
れた。
その過程を表3において確認してみたい。北
波多村では1970~ 75年に収穫農家数が16戸、
販売農家数が27戸増加し、また収穫面積も21ha
から75haへと一気に54haも増加した。このよ
うに、 5年間に50ha以上の面積増加、しかも3.5
倍以上の面積増加があったのは画期的なことで
あり、この鴎の茶園造成の大きさが確認される。
これほどの勢いではないが、唐津市の動向も
基本的には北波多村と河様であり、農家数の
増加は認められないが、 1970~ 75年および
75 ~ 80年に収穫面積がそれぞれ3→6haへ、
6→15haへと倍加してきたことが分かる。
表3 茶農家数と茶収穫面詰の推移
1960 
1970 
1975 
1980 
1985 
1990 
1995 
2000 
2005 
157j 
1391 
1551 
1351 
128! 
961 
871 
資料・農業センサス。
註 1: 2000年以降の函積は販売農家分。
註之:11戸分。
8.上場台地における茶の加工・流通
( 1 )茶加工場の設寵
上場台地においてまだ茶の産地形成が本格化
する以前の1960年代までは、上述のように、北
波多村の志気、稗問、上平野といった茶栽培の
先進地区においては茶農家共同による茶加工場
が存在していたが、その後の茶栽培面積の漸増
傾向に対し、 JA}宮津市 (2008年合併しJA唐津
となる)は北波多村を茶の本格的産地にすべく、
68年に茶産地でもある上平野地区内に農協直営
の120kg4ラインの茶工場(北波多工場)を設
置した。そして「茶生産組合J(専門部会)の
立ち上げを通じて上場台地の茶農家の生産・加
工における組織化を図った。このことは、北波
多村の茶の加工・販売が基本的に農協による一
元体制に移行したことをも意味する。その後70
年代に入り、国営上場土地改良事業によって茶
団地の本格的造成が開始され茶栽培面積が飛躍
的に増加したため、 JA鹿津市は上場台地にお
いてもう 1つの茶産地の核をなす唐津市「鹿の
) 1 J地区内にも89年に120kg2ラインの茶加工
場(唐津工場)を追加設題した。こうして、 J 
A唐津市は管内に 2つの茶工場を操業させた。
しかし、その後も上場台地内の茶栽培面積は増
加したため、 JA唐津市はさらに98年に上記の
120kg 4ラインの北波多工場を240kg4ライン
の大規模工場に改造した。
(2 )製品形態と出荷先
上場台地の2地区(北波多村と唐津市)で栽
培された茶の生葉のほぼ全部が上記2茶工場に
持ち込まれて荒茶に加工され、またその一部が
仕上げ茶となる。一番茶の収穫が開始され、生
葉の持ち込み量がまだ少ない時期には比較的小
規模の唐津工場において加工がなされ、その時
佐渡県東松浦半島(上場台地)茶産地における地域燦業再編構想 一茶と稲の f集溶営農J組織化の提袋一 9 
期には2地匿の茶農家がともに唐津工場に生葉
を運び込む。その後、茶の収穫が本格化し生葉
持ち込み量が増加して唐津工場だけの操業だけ
では間に合わなくなった時点で、北波多工場も
稼働を始め、 2工場稼働体制となる。
さて図アに、どの工場でどのような製品が製
造され、またそれがどこの市場に出荷されて行
くかを示した。まず荒茶の製造(加工)におい
ては、そもそも唐津工場では煎茶と玉緑茶の2
種類が製造されるが、北波多工場では煎茶のみ
が製造される。そして、煎茶は主に静関県の茶
市場に出荷されるが、玉緑茶はすべて県内の嬉
野町の茶市場に出荷される。両者の製造量は、
煎茶が約70%、玉緑茶が約25%と言われる。残
りの約5%は北波多工場に併設された再製(仕上
げ)工場で「からつ茶Jのブランドで地元向け
に袋および一部ペットボトル形態の製品が製造
されている。
以上の茶製造および出荷の実態からも、上場
合地(北波多村、唐津市)の茶産地が、日本最
大の茶の生産量とブランド力を持つ静岡茶と、
県内において同様の性格を持つ嬉野茶の販売戦
略に協力(依拠)していく量産志向の茶産地と
して主に存在していることを確認することがで
きる。
唐津工場 玉緑茶
荒茶工滋120kg2ライン 煎茶
北波多工場
荒茶工場240k~2ライン 煎茶
再製(仕上茶)工場(併設)
図7 上場合地における荒茶"仕上茶の製造・出荷
資料:JA唐津市での笥き取りによる (2005年)。
9.上場台地における最大の茶産地の動詞
一北波多村N集落事例分析一
( 1 )集落農業の概要一センサス集落カードからー
次に以上のように拡大傾向を示す北波多村の
茶産地の現状と課題をより具体的に探るために、
その中心に位置する N集落の茶栽培の担い手で
ある農家の実態に迫る必要がある。そこで、ま
ず表2に示した農業センサス集落カードのデー
タからN集落の農業の動向の特徴を概観してみ
たい。表から以下の諸点が指摘できる。
①1960年の最大地目は水田、最大作目は稲であ
り、当時はN集落も他の一般の農村と同様に水
田稲作が中心の農村であった。また農家のほと
んどが牛を飼っていた。 60年代に果樹(ミカン)
が増え、次いで70年代以降茶閣が増え、 95年以
降は茶菌面積が水田面積を上田り茶産地が形成
された。そして引き続き、 2000~ 2005年にも
茶園面積は増加し、茶産地としての性格を強め
た。
②肉用牛飼養農家数は激減し、 2005年には1戸
のみとなり、無音化しつつある。
③その結果、 1990年以降、茶を販売金額第1位
とする農家が急増したが、しかし経営組織とし
ては、複合経営、なかでも準単一援合経営が集
落農家数の半数を占め、東松浦半島における専
業的農家の多くが単一経営であることと異なっ
ている。
④施設園芸(野菜)を販売金額第 1位とする農
家も2005年には4戸に増えたが、これも複合経
営であることに注目する必要がある。
⑤樹闘地(ミカン園)は1970年頃をピークに、
それ以障は一貫して減少してきたが、今日でも
まだ10ha以上栽培されている点を忘れてはなら
ない。
⑤1990年に農産物販売額1，000万円以上の農家
が増えたが、その後減少してきていることは、
茶経営の厳しさなどを暗示している。
⑦とくに1995年以降3ha以上経営が多く出現し
たが、現在では規模拡大の動きは伸び悩んでい
るように見える。
③借地面積は総計5haほどだが、その半数は茶
器と思われる。茶園の借地には注目する必要が
ある。
⑨同時に、不作付地と耕作放棄地が増加してき
ている。その実態と要因の解明が求められる。
⑮就業の面では、若手の農業従事者や農業専従
者の増加は確認できない。
そこで、以上の諸点を具体的に確認・検証し、
あるいは疑問を解明していきたい。
(2 )茶の歴史
一茶冨造成・共両販売・共陣加工・機械化-
N集落は吉くからの茶産地である北波多村の
中でもその中心的地区であり、 1960年代までは
集落の茶栽培農家はそれぞれ20~ 30a規模の
茶栽培を行いながら、共陪の加工場を持ち、製
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1960 1970 1980 1990 1995 2000 2005 
専業(;1;門削齢人吋ミいる開) 28 15 14 (14) 5 ( 5) 4( 3) 5( 5) 4 ( 3)
芸家数 第第百1穫種兼兼業 6 18 12 15 14 13 11 
3 6 11 8 8 9 
ft農家数(主君、戸主 2 (36) 6(38) 9 (40) 12(38) 
水回 3.228 3，050 2，939 2， 764 2，614 2， 529 1，900 
土問 758 150 136 160 65 109 53 
営耕総面積 果樹園 61 2.240 2，107 1，526 1，815 1，724 :}言1-4，650
茶言十臨 324 380 1，295 一2，司0_0 2，986 3.108 4.371 5.820 6.477 6. 750 7.480 7.470 6.603 
来有山林函積(うち人工林)設:ここだけha 75 (53) 59(43) 84 (68) 99 (82) 
稲 3.218 3，050 2，353 2，099 2， 333 1，824 1，444 
表1賀 1，556 288 60 1，645 
物磁綴別 いも類 434 50 2 。 。
後間積 豆類 127 20 177 7 。 X 
主ミ 317 380 1，285 2，300 2，976 3，083 3，352 
野菜類fl作物 247 50 55 86 5 X 飼料 80 46 219 140 
匝設園芸農家数(面積) 一(ー) (ー一) 5 (54) 7 (108) 7 ( 93) 8(159) 
句用牛飼養農頭数家数(うち!IE'.育中2す0頭)以上) 33 16 ( 1) 7 ( 2) 6 ( 2) 5(一) 4( )ー 1(・)
句用守二飼養 (うちょ子取用め 41 66(18) 99( 7) 117(20) 33 (18) 35(15) x(・)
稲作 32 16 7 6 8 5 
l宝物販売額 有ミ 4 17 17 16 13 
l位の 施設騒芸(里子菜) 2 2 4 
r~ 'ìl IJ農家数 果樹類 l 9 3 2 
肉用4二 3 2 
ヰ主 稲作 2 2 4 6 5 
業経営組織別 果i1it類 l 
家数 経 肉用牛
営 茶 i 2 5 
複合経営(うち準単一複合) 28 (14) 26(~) 21 (6) 18 (9) 14 (10) 
100万円未満(うち販売なし) 37 31(ー) 6(ー) 4(ー) 4(ー) 5 
産物 100~300万円 3 16 9 3 3 
売金 300~500万円 7 l 2 2 
矧l 500~1 ， 000万円 9 13 7 
家数 1， OOO~I ， 500万円 I 3 4 6 
1. 500万円以 1".(う U 問。万円以u 1 ( ) 5 (2) 3(1) 
0.5ha未満 2 2 
営緋i也規模完IJ O. 5~ 1. Oha 11 3 3 l 4 5 5 
家数 1. 0~2. Oha 21 20 12 9 4 4 4 
2. 0~3. Oha 2 8 13 9 5 5 3 
3.0ha以ヒ(うち5.0ha以上) 2 3 8(一) 13(3) 9 (3) 12(3) 
入耕地のある 農家数(うち出) 1 (1) 13 ( 9) 13 ( 7) 11 ( 8) 10 ( 8) 
家数・面積 在託手1'1 (うち沼) 563 (211) 642 (200) 542(224) 534 (243) 
乾燥i闘・賞調(製作業を組請織け負農わせた農家数 29 26 21 23 
の 蜘 t，受託 昔話等へ) 2， 103 (2103) 2，329(2329) 
作付地図 国(畑) 一(一) 一(80) 一(5) 149( 5) 408( 3) 238 (ー)
作放棄 国(その他) 一(ー ) 百十51 20 (28) 74 (120) 計314
家人口 男女 114 98 (27) 89 (21) 84 (11) 83(23) 81 (23) 71 (19) 、うち 15~29歳) 128 98(21) 96 (21) 74(14) 68 (14) 75(11) 59( 8) 
2告業従事者数 男 60 49 47 54 46 
女 70 51 43 51 36 
設業就業人口 女男 53 58(27) 40 (15) 38 (10) 34( 8) 31 ( 6) 30( 7) うち 15~39歳) 70 57 (25) 49(17) 40 (12) 37 ( 6) 40( 8) 28( 3) 
基幹(J<:J燦業従事者数 男 50 52 39 36 27 26 26 
女 66 46 35 31 30 26 25 
主業専従者 男 44 5 ( 1) 30( 9) 24 ( 5) 26( 4) 25 ( 3) 
(うち 15~39殺) 女 37 5 ( 3) 26( 7) 26( 4) 26( 5) 24 ( 1) 
主業専従者治主'<SA塾家数 31 8 25 23 21 
N集落の農業・農家の推移表4
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資料:1960年は r1960年世界農林業センサス結果報告 (2J農潔編j(佐賀県)、それ以外は農業センサス集落カードおよび農業
集落別一覧表。
設1: 1985年までは総農家、 1990年からは販売農家。
註2:ーは事実のないもの、 0は単位に満たないもの、空欄あるいは一-は環自なしか不日月のもの、 Xは秘匿のもの。
註3:ゴチック体はこの間での最大値。
12戸が7.3haの茶闘を造成し、さらに2006年に
は f県魅力あるさが爵芸農業確立対策事業」に
よって4戸が1.2haの茶園を造成した(註12)。
なお、 1970年代の茶園造成の従前地の58%
は山林、 40%は原野等であり、ほとんどが山
林原野であったが、畑地帯整備事業の従前地の
74%は田畑、すなわち零細な傾斜水田(その
ほとんどは棚田)や畑(そのほとんどはミカン
茶を製造販売していた。このような茶栽培の歴
史を背景に、上述のように国営農地開発事業を
契機に、 70年代に本格的に茶園の造成拡大を図
り始めた。当時の受益農家数は19戸、受益面積
は17.6haであった。表4において、茶器面積が
70年の380aから80年の1，295aへと急増した
のはこのことの反映である。そして、その後も、
2000 ~ 2003年に県営畑地帯総合整備事業で
佐賀県東松浦半島(上場合地)茶産地における地域農業再編構想 一茶と稲の f集落営農j組織化の提案- 11 
間)であり、また園芸農業確立事業の従前地は
すべて畑(そのほとんどはミカン園)であり(註
12)、2000年以降は零細・未整備・不整形の概
田や、それらの条件に加えて経済的不採算部門
のミカン圏が、担い手の高齢化等を契機にして
茶園に転用されてきており、茶園造成の従前地
の変化に農業情勢の変化が映し出されているこ
とが分かる。
そして、以上の茶園造成の経過から、図6の
2000年以降における北波多村の茶農家の茶栽
培規模面積の伸び悩みの要因と今後の規模拡大
の方向性をうかがし吠ねることができる。すなわ
ち、 2000年以降の茶農家の茶栽培面積の伸び'悩
みは、棚田やミカン園の茶国への転用がもう限
界に達したからと考えられる。造成や転用によっ
てこれ以上新たな茶関を増やすならば、それは
従前地を基本的にいよいよ平坦水田に求めなけ
ればならない。そして、それができる条件は、
茶からの収益性の向上であるが、下記のように
目下それは困難な状況にある。よって、集落内
で自己完結するならば、 N集落の茶農家全体と
して今以上の茶関菌積の増加は望めない。した
がって、今後は茶経営維持が回難な茶農家から
の茶鴎の購入・借地による 1戸当たりの茶閤面
積の拡大、あるいは以下で見るような地集落か
らの茶園の借地(出作)による方法しかないで
あろう。
加工面では上述のように、 1968年に隣接集落
内に農協直営の加工場ができたため、それ以降
はN集落の茶栽培農家は茶の加工をこれまでの
集落農家共同の工場から農協の工場で行うよう
になり、広域的でほぼ一元的な農協ルートによ
る茶の加工販売システムができあがった。
また、今日におけるN集落の茶栽培における
特徴として乗用摘採機の導入によるいっそうの
機械化の進展を挙げることができる。これまで
の茶摘みはもっぱら歩行型の機械で行われてい
たが、 N集落では1997年に4戸の農家が閣の補
助事業を利用して乗用摘採機・中刈機・防除機
の3点セットを共同で導入し、これまでの藷鉾
形の茶園を中刈機によって角形(横断面が長方
形)に改造し、乗用摘採機で刈り取り収穫する
方式に変えた。その成果を見て、その後2001
年には別の8戸の茶農家が県単事業によって 4
台の乗用摘採機を共同で導入し、引き続き03年
にはさらに別の2戸が同事業で 1台の問機を導
入した。その後最初の4戸のグループはさらに
もう l台の乗用摘採機を自己資金で導入、また
8戸のグループも自己資金でさらに 1台の問機
を導入したため、 04年現在N集落では14戸の農
家によって8台の乗用描採機が利用されている。
N集落の茶農家は16戸であるから(表3および
表5)、N集落の茶農家の88%が乗用描採機を
利用し、またこれらの農家においてこの機械に
よる作業が可能なように整備された茶栽培面積
は2，968aで、あるから、 N集落の農家の茶総面積
3，366aの88%が乗用摘採機によって収穫され
るに至ったと見られる。
また他方、唐津市でも 1997年に14戸の茶農
家が県単事業で乗用摘採機2台、防捨機2台、
中刈機 1台を導入した。その関係面積は20haと
いう。唐津市内の茶農家は2000年で15戸、茶
面積は20haで、あるから(表3)、鹿樺市の茶産
地でも乗用摘採機を中心とした茶の機械化が全
面的に普及したと見られる。
他方、嬉野町でも 1990年から県単事業により
同機の導入が進み、 2004年現任で34台の問機
が135戸の農家に入札受益面積は約150haと
なっている。このほかに自己資金によるものが
5台あるといわれる(註13)。これは嬉野町全
体の茶農家の26%(2005年センサス)、茶栽培
面積の26%(冊センサス)に相当する。嬉野町
における乗用機械化はまだ始まったばかりであ
るから、上場台地との比較には注意が必要だが、
上場台地で一気に進んだのに対し、嬉野町では
導入率がまだ低い基本的な要因は茶農家の茶栽
培面積の差にあると考えられる。すなわち、上
述のように、上場台地では茶農家の茶栽培面積
の規模拡大が比較的スムーズに進展しているの
に対し、嬉野町ではまだ零細規模の茶農家が大
半を占めているからである(図6)。
(3 )農家・農業経営の特徴
次に、表5にN集落の農家の直系世帯員の就
業状況を示す。
世帯主夫婦もあとつぎ夫婦も農業専従である
という専業農業経営は見当たらない。しかし、
世帯主夫婦2人が農業専従である世帯は12戸あ
り、うち9戸は茶農家、そのうち4戸は茶と施
設園芸の複合経営である。それら以外の3戸の
表
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世帯主夫婦農業専従は、 1戸 (20番農家)は施
設園芸専業だが、 2戸 (21、26番農家)は稲作
のみの高齢専業農家である。
他方、世帯主とその妻が2人とも農業専従で
はないが、 40代の世帯;主が農業専従の農家が3
(3、6、12番)あり、それぞれ父母も農業
専従であり、相当面積の茶闘を経営している実
質的な農業専業経営である。
以上の、 11戸の茶、ないし茶十施設闘芸、お
よび施設圏芸単一経営の計12戸が、実質的な農
業専業経営と見られる。
こうして集落の28戸の農家の中の4割以上が
専業的な農業経営であるというN集落の農業的
色彩の濃さを確認することができょう。
関連して、 14人の認定農業者が存在するとい
うことが、以上のような専業的な農業経営者の
分厚い存在の結果、ないしは要因と考えられる。
しかも、うち2人(10、16番)は女性である。
次いで、あとつぎの実態であるが、 20~ 30 
代のあとつぎの大半は他産業に専従しており、
農業専従者は2人(1、2番)のみである。
こうして、 N集落の専業的な農業経営の担い
手は、世帯主夫婦、あるいは世帯主であり、あ
とつぎの新規就農は少なく農業に積極的に入っ
てきていないことが分かる。また、経営組織と
しても茶単一、あるいは施設国芸単一はむしろ
少なく、茶と施設問芸を中心に、米とミカンを
組み合わせた複合経営が大半で、あることが特徴
である。
さて次に、表6でN集落の農家の農業経営の
特徴を見てみよう。以下のような諸点を挙げる
ことができる。
第 1は、農家のほとんどが山林を所有してい
ることである。山林を持っていたからこそ、
営土地改良事業(茶園造成)によって、当初は
水田やミカン闘を減らさずに茶園面積を拡大す
ることができたわけで、茶園拡大の最大要閣
と言うことができる。表4に見られたように、
1960年代に経営耕地面積の増加と茶障面積の増
加が並行して進行したのは、そのことを裏付け
ている。
第2は、茶額面積の拡大は、以上のような山
林の開発によることが最大要因であり、また劣
悪条件の概田やミカン閣からの転用という要因
も少なくなかったが、さらに借地も無視できな
い。表6から、 N集落の8戸の茶農家において
茶借地が確認される。そして、これらの茶借地
には3つのタイプが見られる。 lつは、隣接のY
集落への出作である。 y集落で共同栽培されてい
た茶園の栽培が国難となったために、その茶麗
をN集落の数戸の農家が借りるに至ったという
ものである。 2つ目は、 22番農が3番農家に貸
したように、集落内農家間での借地である。こ
れはすでに離農した農家からのものもあり、 3
番農家だけのタイプではなく、数件確認される。
3つ目は、 7番農家のような他町への出作であ
る。時期的には1990年代半ばからのものが大半
で、 5年契約、借地料は販売額の 1割というも
のが多い。茶の借地は、今後とも考慮しておか
なければならない重要な事柄である。
第3に、すでに上述したが、世帯主夫婦によ
る専業的な茶経営においても、農業の経営組織
としては、複合経営が大半を占めていることで
ある。部門別販売金額割合を聞き取った限りで
も、 1、2、11、12番農家が「茶+施設園芸J
の複合経営、 4、5、6、15番農家が f茶+ミ
カンJ、そして16番農家が「茶十繁殖牛j の題
合経営となっている。その他にも、データの開
き取りはできなかったが、 3、14番農家もミカ
ンとの複合経営であると推測される。このこと
は、別の観点から見ると、上場台地の農業前進
を担ってきた主要部門(イチゴ・ハウスミカン・
葉タバコ栽培および肥育牛飼養)の経営組織の
大半が単一経営であること(註14) と比較する
ならば、確かに茶経営も上場台地の農業前進を
拒ってきた重要な部門ではあるが、経営組織と
いう点では、上述の主要部門とは性格を異にし
ており、経営的な自立化にはまだ宝っていない
部門だと言わざるをえない。
さらに、この点に関わって重要なことは、茶
栽培農家では、世帯単位で見た場合、農業部門
が複合経営であるということだけでなく、大半
の場合、直系世帯員のうちの誰かが農外就業を
行っており、実質的に農業と農外との兼業世帯
(兼業農家)となっていることである。つまり、
茶経営は農業内においても、農外就業との比較
においてもまだ経済的な自立が困難となってい
ることである。この点は、上述のあとつぎの大
半が他産業就業となっていることとも深く関連
している事柄である。
佐賀県東松i南半島(上場合地)茶路地における地域農業再編檎組 一茶と稲の「集落営農J組織化の提案- 15 
10.上場台地における茶鷺地の形成条件
以上、上場台地の茶の生産・加工・流通の特
徴を見、また、その中心的な地院である N集落
の茶栽培農家の実態と性格を見てきた。そこで、
本章では、以上のようなN集落における茶産地
形成の要因を整理しておきたい。
( 1 )奈栽培農家の生産技術一機械化対応一
現在、各地の茶産地において乗用摘採機の導
入が進んでおり(註15)、上場台地の茶産地(北
波多村と唐津市)では、県単の補助事業を利用
して、近年では2戸が1台の問機を共有する形
での導入が多く、商積的には茶匿のかなりの面
積で利用が行われ、全面的普及の段階にあると
見られる。また、それに対応して農協直営の大
規模加工場も完成し、上場台地における茶の生
産過程と加工・販売過程の両面での機械化対応
は一応の完成を見ているということができる。
関連して、他方、佐賀県最大の茶産地である
嬉野田Iでは問機の普及率はまだ低い。それはタ
イムラグではなく構造的な茶経営規模の差と考
えられるため、嬉野町では零細規模が維持され
るかぎり、全面的普及は呂難と思われる。
生葉の収穫において可搬式摘採機と呼ばれる
これまでの機種では作業員として刈り取り機の
両側に2名、刈り取った茶を収納する袋の担当
者が 1名と、畑に計3名、さらに茶工場への運
搬担当者(ドライパー) も含めて最低4名が必
要であったが、乗用撤採機では作業員は 1名で
可能だし、しかも歩行作業から解放され、運搬
担当者も含めて最低2名で一連の作業が可能と
なるため、大幅な省力化に結びっく。こうして
家族協業の規模を縮小したのであるが、そこか
ら解放されたあとつぎやその妻の多くは茶のみ
ならず農業から他産業に就く結果となっており、
平坦部の水田作と共通した傾向が見られる。
(2 )販売戦略ー需要の変化に対応ー
次に、市場動向に対応した販売戦略が重要と
なる。現在、緑茶の市場構造は、本稿の最初に
述べたように、リーフ形態での需要は減少して
いるが、缶やペットボトル形態で、の需要は増加
しているという特徴を持つ。この缶・ペットボ
トル形態の緑茶ドリンクの原料は主に 2番茶以
降の低価格茶であり、目下輸入茶も少なからず
充当されているが、国内産茶を原料とする製品
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図8 茶期別生葉収穫議割合
資料.農林水産省『作物統言村、唐津農協資料。
註・ 2004~ 2006年の3ヶ年平均。
も増えてきている。そのような中で、 2004年に
は2番茶以昨の茶が逼迫してその価格が高騰す
る事態も発生している(註16)。ところで、上
場台地(北波多村と唐津市)の茶は2番茶以降
の割合、なかでも 3番茶の割合の高さを特徴と
している(閣8)。したがって、今後とも需要が
伸びそうな2番茶以降の茶の割合の高さから有
利性を持つ上場台地の茶産地の販売戦略として
は、当然、 2番茶以降の茶を再評価して、それ
らを有利に販売していくことが求められる。
(3)茶経曽の経済性
先に見たようにN集落の茶栽培農家が茶のみ
でなくその他の作自をプラスした捜合経営を営
み、また同時に世帯員の誰かが農外就業も行っ
ている要因は、茶の経済性の厳しさから来てい
る。上場台地の茶農家 1戸平均の生葉販売額は
まだ500~ 600万円台といわれている(註17)。
所得率を50%(註18) とすると、所得はその半
分になってしまう。
上で見たように、 N集落の茶農家の大半が茶
単一ではなく、施設間芸やミカンとの複合経営
であること、および大半のあとつぎの他産業流
出が、そのことを傍証している。
もし、茶面積の拡大が可能ならば、茶単一経
営として成長していく方向性も考えられなくは
ない。しかし現在、山林・ミカン畑・棚田から
の新規の茶園造成は経済的にも物理的(余地の
16 小林恒夫
縮小)にも困難であるし、大震の借地の出現も
考えにくい。
とするならば、当面の方向性としては、茶経
営の合理化・組織化ではないかと考えられる。
その具体的な内容については第11章で後述した
し、。
(4)茶経営の担い手一後継者の動向…
N集落において40歳未満のあとつぎが農業専
従者となっているのはム 2番農家の2戸にと
どまる。彼らは2人とも地元の工業高校卒業後
自宅通勤でしばらく他産業に勤めてから自家農
業に就くパターン (Uターン)をとっている。ま
た、 5番農家のあとつぎは農高卒後、静岡県茶
業試験場で2年間研修し、その後、自家就農し
たが、茶経営での経済的自立が閤難なため日下
農外就業しながら農業専従をめざしている。こ
のような実態は、上述したようにN集落の茶経
営のほとんどが茶単独で、はまだ経済的自立を可
能とするまでに至っていないことが若者の就業
行動に投影された姿といえる。
今後、もし茶経営が充実され経済的確立が可
能となれば、現在は主に農外就業している40歳
未満のあとつぎ世代の者の少なからずが茶経営
にUターンしてくることになろう。しかし現在
のところは、残念ながらこのような動向を確認
するには至っていない。
(5)農協の役割
次いで、茶産地形成における農協の役割を確
認しておきたい。それは、北波多村や唐津市の
出来の茶栽培の歴史を見定めて、 1968年に直営
の茶工場を建設して以来、農協が管内の荒茶生
産・販売をほぼ一元的に担い、加工・販売の面
で茶産地の拡大を支援してきた点にある。これ
は荒茶加工・販売を農協が担い、生葉生産を茶
農家が担うという役割分担関係の確立をも意味
する。このような生産と加工・販売の広域的な
組織化ができあがった要因としては、闇営事業
による一元的な産地形成、その結果としての比
較的大きな面積規模の茶農家の形成、 2番茶以
降の茶種の割合の高さ、といった要因を挙げる
ことができる。
これらの点は佐賀県最大の茶産地である嬉野
町のあり方とは異なっている。すなわち、嬉野
町は古くからの茶産地であることから、これま
で加工・販売は主に茶農家個人かグループで、行っ
てきた。ただ、嬉野町の茶経営の多くは小規模
のため、また高齢担い手の増加に対応して、産
地を維持していく目的で、近年、主にこのよう
な小規模経営や高齢農家を対象に農協直営の加
工場も建設されている。
11.農業経官の再編方向
一稲と奈の f集落嘗農j組織化…
以上において、 N集落の最大作目が茶であっ
たため、茶に焦点を当てて茶業の性格および産
地形成条件を検討してきた。しかし、それぞれ
の農家・農業経営の視点に立てば、茶農家にとっ
ても、大半は複合経営であることから、茶だけ
でなくその他の複合作目も重要不可欠なもので
ある。また、 N集落内には茶を栽培していない
農家・農業経営も存在する。したがって、この
ようなそれぞれの農家・農業経営にとって重要
な農業経営問題は茶に限られず、多様なものと
ならざるをえない実態が存在する。
そのような中で、上述の茶経営の現状認識と
2007年度開始の水田経営所得安定対策の2点を
考慮するならば、茶および稲の生産の組織化に
よる再編方向が考えられるし、しかも、このこ
とはN集落のほとんどの農家に関わりのある事
柄でもあるため、本章は最後にこれらの点の検
討に充てたい。
その理由と内容は以下の通りである。
( 1 )稲作生産の組織化
①稲作機械利用組合の誕生
1960年には30haを超えていたN集落の水田
も、棚自の茶圏地化や耕作放棄によって、 2005
年には当時の6割以下の面積に減少し、位置的
には国道沿いの平坦地に集約されてきつつある。
そして、この関道沿いの水田を対象に、いわゆ
る「上場開発Jの一環としての県営知地帯総合
土地改良事業が1981~ 85年と引き続き1985
~ 88年に行われ、前者によって詩集落の33戸
の13haの水田が、後者によって向16戸の水田
4.4haが園場整備された。
他方、 2000年度から04年度まで(1期)N
集落においても中山開地域等直接支払制度が実
施され、それは引き続き05年度から面積調整の
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上継続された (I期)。なお、 05年度の内容は
協定農家数25戸、急傾斜水田(棚田) 13.3ha、
急傾斜畑18.6ha、緩傾斜知18.8haで、あり、面積
の67%は畑である。畑の大半はミカン園と考え
られる。交付金額は年度総計523万円で、うち
28% (145万円)がi積み立てられた。
さて、中山間地域等直接支払の i期5年間の
交付金の積立金と f佐賀県新たな米政策対策事
業(特色ある米・麦・大豆づくり条件整備事業)J 
の補助金を使って2004年度に自脱型コンパイン
3台 (4条刈・ 3条刈・ 2条刈)を購入し、 16
の稲作農家がN機械利用組合(以下N組合と
略称)を結成し、その年の稲刈り作業から組合
としての仕事を始めた。
N組合の主な対象水田は上述の闘場整備され
た国道沿いの平坦な水田で、あるが、それ以外に
も一部、狭小で、未整備の傾斜地立地水田(棚田)
もあり、 2条刈の小型コンパインはそのための
ものである。
②N組合の実態と性格ーコンパイン組合一
表7にN組合のメンバーと作業実績を示した。
N組合はオペレーターによる稲作収穫作業受託
組織である。組合の責任者(代表)は稲作のみ
の兼業農家である23番農家 (54歳)であるが、
彼自身はオペレーターではない。オペレーター
は、 30~ 40代の中堅の者5人が担っている。
オペレーター長の44歳の茶と稲作の農家と41歳
表7 N機械利用組合のメンバーと実績
農家;オペレー ター
番号 lおよび役員
230A 
4 
536D 
8 
944Cオヘ。レート長
12i41A 
15. 
16 
17 31 D 
18 
21 
23!54C組合長
24 
26: 
271 
x: 
計:
2004年 2007年
稲刈語種!稲作付面積
62 111 
48 48 
51 58 
41 40 
52 52 
22 110 
111 110 
67 69 
56 55 
31 30 
36 40 
62 36 
9 0 
28 0 
49 0 
55 0 
780 759 
資料 :N機械利用組合通常総会資料および訪濁調査(表6)。
の12番農家以外の、 20代の3人は fあとつぎJ
であり、 2番農家の彼は農業専従だが、 5、17
番農家の彼らは他産業就業が主の勤務者である。
し、ずれにしても、機械利用組合の多くでオペレー
ターの高齢化が進む中で、 N組合のオペレーター
が若手によって担われている点に注目したい。
ついで、作業内容であるが、 2004年はメン
バー 16戸の780aの稲作の収穫作業を実施し
た。 2005年の稲作面積(表3) は1，444aた、か
ら、 1年のずれがあるが、集落の稲作農家23戸
のうちの7割ほどの16戸が、集落の稲作農家の
稲作の54%の面積をN組合を通じて収穫した計
算となる。また、 2007年は23戸の稲作農家の
1348aのうち16戸が759aをN組合を通じて刈
り取り、その割合は56%に相当する。こうして、
N組合はN集落の半分ほどの稲作の収穫作業を
担っている組織と言うことができる。
③N組合の将来計画と「集落営農jの可能性
こうして目下、 N組合は稲作コンパイン組合
として集落の稲作の収穫面積の約半分を担って
いるわけだが、将来は2005:年度からのI期の直
接支払制度の交付金の積立金の半額の5年間分
を利用して田植機を追加購入し、田植えと稲刈
りを行う組織に拡大していく計画を持っている。
関連して、表8にN集落の農家の主要農機具
の保有状況、および田植機とコンパインについ
ては更新等に関する意向を示した。田植機はそ
れぞれl台ずつ個別に所有しているケースが大
半ではあるが、 2戸共有のケースも数戸存在す
る。そして、 N組合が田植機も共同利用する計
画を持っているため、表のように、いずれN組
合の田植機の共間利用に参加したいという意向
の農家が少なくない。したがって、今の田植機
の個人的更新は行わず、委託に出したい意向の
農家や、すでに組織(唐津地区農作業受託セン
ター(註19) に委託している23番農家なども田
植機の共同利用への参加可能性が高い。
また、現状ではすでにコンパインを持ってい
たなどの理由でN組合には参加していない農家
の中にも、いずれはコンパイン共同利用に参加
意向の農家も見られる (3、14、20、22番農家)。
こうして、将来は、 N組合はコンパインだけ
でなく田植機の共同利用組織としても参加者数
や活動範囲が拡大していくことが展望される。
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表8 農機具保有状況と更新等の意向 (2007年度)
農家番号乗用摘界機;周壁t繁旦鐘挫室哲巳塑空~~己主向戸:/パイ:/弓':'-li--G-'~昼食!三塑9"益重自一一一一……一一一ー
1 ，1/3 3/4 1 1/4 コンバインは早くから持っていたため絡会には不参加
2 3/4 i 1 
3 1 1 組合に参加 1 組合に参加
4 1/4 1 
5 2 1/411/2 
1/2 
8 1/2 1 
9 1/7，1/つ
10 i 1/2 i 1 1/2 
1 1/3 i 1 /2図槌機は集落で購入 1/2 コンバインは叔父と共同
12 1/2! 1 田植えは委託
13! 1/3! 1 借用か委託 : つ
14 i 1/つ; ; 1/つ 今の共同か組合参加か
16 1/2 i 1 
17 1/つ 1
18 1/つ 1 必要なら買う
i 1/4 
20 1 1 組合に参加
21 1 組合に参加
22 1/2 i 1/2 兄弟で共同か、組合参加か
23 全作業を受託センタ…委託
24 1 組合に参加
25 
26 
28 
資料:表5に同じ。
しかしN組合は、今時の水田経営所得安定対
策の想定する「経営体Jとしての内実を持つ集
落営農の方向を目指している訳ではない。それ
は、あくまで集落の稲作を再繍・合理化するた
めの「手段Jとしての f集落営農j 的なもので
あるからである。この意味でも、今時の国の農
政の対象の狭監さは否めない。したがって、こ
のような集落営農の「守り手j をいかに支援す
るかが農政に課せられた今後の課題と言える。
(2 )茶栽培・扱護の組織化の必要性と可能性
次に、茶栽培の組織化の必要性と可能性を検
討する。 N集落のすべての農家が茶を栽培して
いるわけではなく、また茶栽培農家は18戸で稲
作農家23戸よりも若干少ないが、茶栽培面積は
稲のそれの1.7倍もあり、茶はN集落の最大作目
かつ最大販売部門であり、したがってN集落の
農業・農家の動向を最も規定している部門であ
る。
このような最重要作物である茶の動向がどう
なっていくかが、 N集落の農家・農業にとって
最大の課題となる。かくして問題局面は、最初
の茶問題に戻る。
現在の茶農家にとって最大の開題は茶の収益
性である。図9から平均的に見て荒茶も生葉も
2000年以蜂価格が低下傾向にある。なかでも図
10から分かるように、 1番茶の価格低下が著し
い。しかし、 2番茶以下の物の価格は必ずしも
低下していないようにも見える。 1番茶を主体
とするリーフの需要減と 2番茶以下の物を主体
とする緑茶ドリンクの需要増によるものかもし
れない。
そうは言っても、平均的・総体的には価格条
件は悪化してきているし、 N集落もその坪外に
はない。 N集落の茶農家が近年面積拡大を志向
してきたのは、このような背景があったからだ
ということが確認できる。
しかし、 N集落の茶園面積拡大はいま函難な
状況に入っていることは上述したとおりである。
こうして今、 N集落の茶農家は、茶の面積拡大
よりもむしろ生葉生産コストの低下の方向を求
められている。
もう 1つ見ておかなければならないことは、
茶生産の担い手の脆弱化である。内容的には、
高齢化と欠損の2つがある。図5に示したとお
り、茶農家の農業専従者の続柄を見ると、世帯
が12人、その妻が11人で、彼ら・彼女らが
目下の茶生産の主要な担い手であると言えるが、
父も 8人、母も 11人おり、親世代ももう一方の
主要な担い手である。高齢の両親に大いに依存
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した担い手構造と見られる。あとつぎの農業就
業があまり見られないのは、担い手の高齢化と
裏腹の関係にある。
もう 1つ、世帯主およびその妻の欠損も少な
くない。その要因は多様で、あるが、今日の社会
は多様な要因から欠損世帯員が生じるケースが
少なくない。いつ何が起こるか分からないから
である。明日は我が身と考えたほうが良い。す
なわち、個別家族世帯では、どこでも、いつでも、
人的欠損のワスクを抱えているのである。そし
て、このようなリスクは、とりわけ専業的農業
経営の場合に農業生産の継続上とりわけ大きな
困難をもたらす。とするならば、専従者が不可
欠な茶生産においては、人的欠損問題への対応
も必要となる。この問題は単に 1戸の農家・農
業経営の存続問題だけでなく、茶産地の全体的
地域問題にも響いてくる。
以上の2つの背景を考慮するならば、その解
決方向として、茶生産の集団的対応が考えられ
る。その具体的内容は、収穫作業を中心とした
主要な機械作業を共同利用・共同作業で行うこ
とである。たとえば、まずは乗用摘採機とトラッ
クを共同所有とし、役割分担をしながらメンバー
の茶の摘採を行い、同時にそれをトラックで茶
工場に搬入するというやり方が考えられる。そ
して順次、共同化のメリットがある作業から共
同分野を広げていけばよい。その結果、摘採機
1台当たりの作業面積が減少し、摘採コストが
減少すると考えられる。
また、可能なメンバーによる出役作業である
から、もし何かの理由でその作業に出役できな
い農家であっても、茶の生産を維持継続するこ
とカ1できるというメリットカまある。あるいは、
出役にメンバ一関でアンバランスが生じても、
オペレーター賃金等で、相殺すればよい。
こうして、茶生産の共同利用・共同作業組織
ができるならば、その組織は、メンバー農家の
人的な不安定性・流動性をカバーしてメンバー
の茶生産の安定化・持続化に寄与し、そのこと
を通じて茶産地の安定性・持続性が強固なもの
となっていくものと推測される。また、共同利
用によるスケールメリットによって茶生産コス
トを節減できると考えられる。
なお、事例的には、宮崎県諸塚村家代集落(農
家数70戸、水田5.9ha、茶圏5.2ha)において
高齢化・兼業化した茶農家の整枝・防除・摘採
作業をオペレーターが受託する組織を2007年に
立ち上げ、茶栽培の維持継続を目指していると
いう(註20)。
そして、国8に見られるように、乗用描採機
は当初から共向利用形態で導入されており、茶
栽培に関する主要な機械の共同利用はすでに自
生的に行われているわけである。したがって、
今後必要なことは、合意を得て、目的意識的に
全体的システムを作っていくことであろう。
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資料:W平成20年版茶関係資料』日本茶業中央会、 43頁より。
原資料は農林水産省「農業物価指数J。
円/kg
700 
600 
500 
400 
J二一正^~ム-:< :< 一一望 ~ :<: -'" f y¥ 2審議 X 来~:< l 
I.- A ←4 一一時茶v-干
図10 上場台地震茶(生葉)販売髄格の推移
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